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狛江市公共交通会議分科会の設置

狛江市の公共交通において、次の兆候がある
• 担い手不足
 少子高齢化によりサービスの供給と需要のバランス悪化が見込まれる
 （関連：2040年問題）

• 働き方改革（バス）
 改善基準告示対応が求められ、
 同水準のサービス提供には、更に担い手が必要になっている

⇒現在から将来の想定需要を共有し、供給を最適化することで、
 持続可能な公共交通ネットワークを検討する必要がある 2



(参考) 

狛江市も同様の状況になることが想定される 3

出典：リクルートワークス研究所 未来予測2040（2023年３月８日発行）

2040年問題
地域の労働力が著しく不足する

労働需要が高まる一方、
供給は低下が見込まれる

1100万人の労働力不足が想定



地域公共交通会議の目的
 市長からの諮問（令和６年７月）
  「・・本市における公共交通の充実について、貴委員会の意見を求めます。」

地域公共交通会議で必要な議論
 〇答申に向けて公共交通の充実に関する方向性の検討
 〇地域公共交通計画の策定を通じて市や旅客運送事業者等の取組みの検討

※公共交通の充実：旅客運送事業者の現状も踏まえた「公共交通の充実」の検討が必要

分科会の目的
⇒狛江市と旅客運送事業者の現状認識を共有し、地域公共交通会議での論点整理のため、
 より専門的、具体的な議論を行う
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狛江市公共交通会議分科会の設置



 現状認識の共有

  ①都市構造/人口の将来推計

  ②公共交通

  ③公共交通の変遷

  ④狛江市内の旅客運送事業者の現状等（次回以降）

  来年度の地域公共交通計画策定に向けた今後の進め方

 論点整理

 （例）● 公共交通の在り方  （縮小・維持・拡大）

    ● 各公共交通の役割  （鉄道、路線バス(小田急・京王)、こまバス、タクシー）

    ● 必要な代替施策の検討（次世代交通など）
 ※令和７年度中に４回の分科会と３回の地域公共交通会議で議論を行う（回数は予定） 5

狛江市公共交通会議分科会の設置



令和４年12月策定の『狛江市都市計画マスタープラン・立地適正化計画』で位置づけ

〇低層住宅地区の特性
 中央部を除き市内のほぼ全域
 人口が分散・公共交通利用者の密度が低い

〇大規模集合住宅の特性
 市境を中心に分散配置
 人口が集中・公共交通利用者の密度が高い

⇒地域ごとの特性を考慮して
 論点整理を進めることが必要

6

将来都市構造図

第１回分科会の内容（現状）
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〇ベッドタウンの特性
 昼間人口の計算
 ＝市の人口+流入人口-流出人口

  流入人口：市内で活動する市外居住人口
  流出人口：市外で活動する市内居住人口

  狛江市は通勤・通学等の流出人口が多く、
  昼間人口が夜間人口より少ない

 ⇒ベッドタウンの特性を考慮して
  論点整理を進めることが必要

令和28年２月策定の『狛江市人口ビジョン』より

第１回分科会の内容（現状）



令和22（2040）年まで人口は横ばい
高齢化率が令和７（2025）年の25.0％から30.4％まで増加する見込み

令和４年12月策定『狛江市都市計画マスタープラン・立地適正化計画』より

交通需要の変化
時間帯 公共交通の論点例

朝
・通勤・通学の駅への需要対応
・減る見込みか
（時差出勤やリモートワーク）

日中 ・高齢者等の市内移動需要対応
・増す見込みか

夕方～夜間 ・帰路で駅から住宅へ需要対応
・現状とは変わらないか

深夜 ・需要があまりない状況か

⇒朝夕の通勤・通学者、日中の高齢者や子育て世代などの地域居住者の需要への対応が課題
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第１回分科会の内容（現状）



第１回分科会の内容（現状）
●公共交通の運行状況
令和４年12月策定の
『狛江市都市計画マスタープラン・立地適正化計画』において、
鉄道及びバス交通の運行状況を図示

鉄道及びバス交通の徒歩利用圏により、市全域を概ねカバー

※徒歩利用圏（狛江市における定義）
 鉄道駅から半径800ｍ、バス停から半径300ｍが公共交通を
徒歩で利用できる範囲と設定

 徒歩利用圏でカバーされない地域、
 公共交通の運行が十分でない地域が
 一般的に交通不便地域とされている

9



平成７年３月 鉄道 小田急線の高架化

平成15年 バス
京王電鉄バス：つつじヶ丘駅～ハイタウン路線（丘19）
小田急バス：喜多見駅～ハイタウン路線（喜01）
      狛江駅～宇奈根路線（狛12） 運行開始

平成20年 バス こまバスの運行開始

平成28年 バス 京王電鉄バス：つつじヶ丘駅～調布駅路線の
       狛江駅経由化（丘31）

平成30年 鉄道 狛江駅 準急列車の停車駅化

令和２年以降 コロナ禍による公共交通の利用者減少
路線バスの減便傾向が強まる

令和５年３月 バス 京王電鉄バス：つつじヶ丘駅～ハイタウン路線（丘19） 廃便
※令和６年12月廃便まで狛江駅～つつじヶ丘駅（丘31）からハイタウン折返場の支線（丘14）を上下１便運行

令和７年３月 鉄道 喜多見駅・和泉多摩川駅 準急列車の停車駅化
令和７年８月
（予定） バス こまバスのダイヤ改正（運行開始後初）
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第１回分科会の内容（変遷）



11

第１回分科会の内容（論点）
〇バス事業の課題
 運転手不足：離職・退職＞採用者数の傾向が更に顕著化
       50歳以上の人材が多く、今後定年退職者がさらに増加する見込み
       道路混雑や歩道のない道路の通行等による業務上のストレス 等
 人材確保 ：他業種と比較した給与、福利厚生を含む労働環境の競争力不足
       大型2種免許取得のハードルの高さ 等

〇タクシー事業の課題
 人材流出  ：23区との収入格差、地理試験の免除等による、若手中心に人材流出
 人材確保  ：職住近接等の観点を含め、積極的な募集を行っているが、応募は少ない
 人材の高齢化：高齢者の人材が多く、長期的な経営のための人材不足

⇒今後はより深刻な担い手不足が懸念され、持続可能な事業の検討が必要
 次世代交通（自動運転バス、ＡＩオンデマンド交通等）やシェアモビリティの位置付け検討
 シェアモビリティ：駅やバス停からのラストワンマイル（1.6Km）の住民の自力移動を支える

※狛江市(約3㎞×約2km程度)

※



（市の基本認識）
旅客運送事業者の現状も考慮しながら市民の交通ニーズに対応するため、技術革新も踏まえ、
持続可能な公共交通の在り方の検討を進める

市民ニーズの把握

・市として必要な交通を交通計画等へ位置づけ
・こまバスの利用状況を把握
 （高齢者や子育て世代等、移動を支えるべき対象者の検討）
・旅客運送事業者等と適切な役割分担

代替交通の検討 ・自動運転バス、ＡＩオンデマンド交通の次世代交通を含め、
 担い手確保等からも持続可能な代替交通の検討

負担検討 ・持続可能な公共交通に必要な財政面の検討

住民理解の促進 ・旅客運送事業者等の現状について普及啓発
・利用者の応分の費用負担（適正な運賃設定） 12

今後の進め方（案）

（論点の例）



令和７年度 例

７月11日（金）  第１回分科会 現状認識の共有（市・旅客運送事業者）

８月６日（水） 第27回地域公共交通会議 課題共有、進め方の確認

10月頃  第２回分科会
運行状況の情報提供（旅客運送事業者）※今後、依頼内容調整
代替交通の論点整理（市）
移動需要の報告（市）

10月～11月頃  第３回分科会 役割分担、地域ごとの移動状況整理

11月頃 第28回地域公共交通会議 市民ニーズに対応する持続可能な公共交通について検討
(交通計画における公共交通の在り方･方針･目標等の方向性検討)

12月頃  第４回分科会 答申案の作成

令和８年１月頃 第29回地域公共交通会議 答申案の審議

令和８年２月頃 市長答申

今後の進め方（案）
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